
令和４年度実施　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について
2款：総務費、1項：総務管理費、16目：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業費 （円）

予算額 決算見込額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

1
新型コロナウイルス感染症に
対する救急隊の感染防止対
策整備事業

647,000 646,800 646,000 800
R4.4
～
R4.7

【実施内容】
　新型コロナウイルス感染症患者等の救急搬送に対応するため、必要な感染防止衣を購入する。
　　・感染防止衣ズボン　35着

【事業効果】
　搬送に携わる救急隊自身が感染しないよう、さらに、感染を他者へ拡大させないよう搬送に際し適切な
感染防止対策が図られた。

総務課・
消防署

2
マイナンバーカード普及促進
事業

15,086,000 15,082,430 15,000,000 82,430
R4.4
～
R5.2

【実施内容】
　マイナンバーカード新規取得者に対し、5,000円分の町商品券を配布する。
　　・新規取得者　2,461人

【事業効果】
　国が進める、人との接触機会の軽減を見込むことができる行政手続きのデジタル化を推進するため、
カード未取得者への普及促進するとともに、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた地域経済の活性
化が図られた。

町民児童課

3 主食用米作付支援金事業 9,449,000 9,449,000 9,400,000 49,000
R4.4
～
R4.12

【実施内容】
　新型コロナウイルス感染症の影響により民間在庫が増加し、令和３年度に引き続き、令和４年度におい
ても米価下落が懸念されることから、令和４年産に向けて、稲作農家(主食用米生産者)の生産意欲の低
下や生産基盤の弱体化などの不安を払拭するため支援する。
　　・申請戸数　152戸

【事業効果】
　主食用米を作付けする生産者へ支援金を交付することにより、生産意欲とR4年産主食用米作付面積の
維持が図られた。

農務課

4
せたな町畜産飼料高騰対策
事業補助金

14,000,000 13,958,000 13,957,000 1,000
R4.4
～
R5.3

【実施内容】
　町内の畜産生産者であり、畜産物を出荷している生産者に対し、飼料購入費の2.15％を補助する。
　　・申請戸数　48戸

【事業効果】
　飼料価格高騰の影響で経営が圧迫されている畜産生産者に対して、購入飼料の一部を補助することに
より、生産者の負担軽減及び畜産業の再生産が図られた。

農務課

5
ＩＣＴ機器導入事業（1人1台端
末整備事業）

8,662,000 8,661,400 8,661,000 400
R4.4
～
R4.8

【実施内容】
　ＧＩＧＡスクール構想で整備した１人１台端末（タブレット）よりも以前に整備されていたノートパソコンを使
用している学校分（北檜山中学校・瀬棚中学校）をタブレットに更新する。また、現在不足している移動式
の充電保管庫11台も併せて整備する。
　　・北檜山中学校　80台、瀬棚中学校　20台

【事業効果】
　電源に繋いだままでなければ使用できないノートパソコンをタブレット型に更新し、家庭への端末の持ち
帰りによる遠隔学習などを推進することにより、通常時はもとより災害や感染症の発生等による学校の臨
時休業等の緊急時においても全ての子供たちの学びを保障できる環境を実現することができた。

教育委員会

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

左の財源内訳
事業開始・
完了年月日

－ 1 －



令和４年度実施　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について
2款：総務費、1項：総務管理費、16目：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業費

予算額 決算見込額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

6
せたな町立学校エアコン設置
工事

5,445,000 5,445,000 5,445,000 0
R4.4
～
R4.9

【実施内容】
　各学校の保健室へ換気機能を備えたエアコンを設置し、感染症対策を行う。
　　・久遠小学校、瀬棚小学校、北檜山中学校、瀬棚中学校、大成中学校

【事業効果】
　感染症対策として換気機能を備えたエアコンを設置し、感染症の拡大の予防対策が図られた。

教育委員会

7 図書消毒機購入事業 970,000 969,100 969,000 100
R4.4
～
R4.7

【実施内容】
　町内の図書施設にページ内の殺菌も可能な「図書消毒機」（3冊30秒で完了）を導入することで、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大防止及び利用者の安全で快適な読書環境を整備する。
　　・せたな町情報センター　1台

【事業効果】
　新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、図書消毒機1台を導入し利用者の安全を確保するこ
とができた。

教育委員会

8
非接触型ポイントカード端末
機等導入補助金

5,462,000 5,448,600 4,796,000 652,600
R4.4
～
R5.3

【実施内容】
　北檜山商工協同組合で実施しているポイント発行事業について、非接触型のポイントカード端末機導入
とともにスマホ専用アプリも導入し、ポイント管理と決裁を一体化することで、スマホユーザーの利便性の
向上を図る。また、アプリの導入により新規店舗の加入促進を図る。
　　・導入事業者　40件

【事業効果】
　非接触型のポイントカード端末機導入により新型コロナウイルス感染症の感染リスクを減らすとともに、
新システムの導入による新しい付加価値やサービスの提案など幅広い活用が図られた。また、補助するこ
とにより事業者負担の軽減も図られた。

まちづくり推
進課

9
観光宿泊者誘客促進事業補
助金

21,100,000 20,379,381 17,100,000 3,279,381
R4.4
～
R5.3

【実施内容】
　観光協会が実施する「せたな町観光宿泊者誘客促進事業」により、宿泊事業者が宿泊料から割り引いた
額及び、必要な事務経費を補助する。
　　・宿泊事業者　8件

【事業効果】
　新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ旅行需要の早期回復を図り、特に影響の大きい宿
泊事業者の経営継続と観光産業のＶ字回復を促進することができた。

まちづくり推
進課

10
プレミアム付商品券発行事業
補助金

64,752,000 63,088,326 46,311,000 14,954,250 1,823,076
R4.4
～
R5.2

【実施内容】
　長期化する新型コロナウイルス感染症による町内経済へのダメージを緩和するため、町内循環型の経
済対策としてプレミアム付商品券を販売し、町内での消費促進を図る。
　　・30,000セット販売

【事業効果】
　せたな商工会にプレミアム商品券発行事業補助を行い、緊急経済対策事業として地域経済の活性化を
図り、町内における消費喚起対策と町内商店街等の経済対策を行う事を目的とする。効果については、プ
レミアムを付けることにより、町内の商店や飲食店等の利用を促進し、売り上げの向上を図り経済循環の
向上が図られた。

まちづくり推
進課

左の財源内訳
事業開始・
完了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

－ 2 －



令和４年度実施　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について
2款：総務費、1項：総務管理費、16目：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業費

予算額 決算見込額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

11
非接触型体温測定・顔認証シ
ステム装置等導入事業

2,695,000 2,695,000 2,695,000 0
R4.4
～
R4.7

【実施内容】
　町内外からの不特定多数の来客が見込まれる役場庁舎及び、健康センター、ふれあいプラザ、や各区
町民センター等の大規模集会施設に非接触型個別体温測定器を設置し、感染予防対策の強化を図る。
　　・自立型サーマルカメラシステム機器一式　7台、ノータッチ式ディスペンサー一式　7台

【事業効果】
　町内外の来客が見込まれる役場庁舎及び健康センター、ふれあいプラザや各区町民センター等の大規
模集会施設へ新たに機器を導入することにより、発熱症状のある方が施設に入ることを未然に防ぐことが
でき、感染の拡大防止が図られた。

総務課・保健
福祉課・農務
課・大成支
所・まちづくり
推進課

12
学童保育施設自動水栓改修
事業

1,049,000 1,048,300 1,048,000 300
R4.4
～
R4.9

【実施内容】
　学童保育所における感染症対策として、手洗い等で使用する水道の蛇口を非接触型の自動水栓に改修
し、接触による感染リスクの軽減を図る。
　　・北檜山学童保育所　7台、瀬棚学童保育所　16台、大成学童保育所　1台

【事業効果】
　多くの児童が利用する手洗い場等の水道蛇口を非接触型の自動水栓に改修し、感染力が高まってきて
いる新型コロナウイルスへの対策強化を図ることを目的に実施することにより、児童の接触による感染リ
スクの軽減が図られた。

町民児童課

13
小・中学校施設自動水栓金具
改修事業

5,038,000 5,038,000 5,038,000 0
R4.4
～
R4.9

【実施内容】
　学校における感染症対策として、手洗い等で使用する水道の蛇口を非接触型の自動水栓に改修し、接
触による感染リスクの軽減を図る。
　　・北檜山小学校　16台、瀬棚小学校　10台、久遠小学校　10台、北檜山中学校　23台、
　　　瀬棚中学校　10台、大成中学校　10台

【事業効果】
　多くの児童が利用する手洗い場等の水道蛇口を非接触型の自動水栓に改修することにより、児童の接
触による感染リスクの軽減が図られた。

教育委員会

14 漁船燃油高騰対策補助金 2,600,000 2,579,000 0 2,579,000
R4.4
～
R5.3

【実施内容】
　町内に動力船（船外機船除く）を有し、水産物を出荷している生産者に対し、燃油購入費の3.6％を補助
する。
　　・申請件数　44件、動力船　49隻

【事業効果】
　燃油価格高騰の影響で経営が圧迫されている漁船事業者に対して、船舶への燃油購入費の一部を助
成することにより、生産者の負担軽減及び漁場への出漁機会の高揚が図られた。

水産林務課

15
地域公共交通運行事業者原
油価格・物価高騰支援事業交
付金

3,020,000 3,020,000 3,020,000 0
R4.7
～
R4.8

【実施内容】
　コロナ禍において原油価格の高騰の影響を受けた交通事業者の負担軽減を図るため、車種区分（バ
ス、ハイヤー）に応じて支援金を支給する。
　　・交通事業者　2件

【事業効果】
　コロナ禍において原油価格高騰による影響を受ける交通事業者の負担を軽減することにより、安定した
地域公共交通の確保が図られた。

まちづくり推
進課

左の財源内訳
事業開始・
完了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

－ 3 －



令和４年度実施　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について
2款：総務費、1項：総務管理費、16目：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業費

予算額 決算見込額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

16
産業等原油価格・物価高騰支
援事業交付金

75,650,000 75,650,000 75,650,000 0
R4.7
～
R4.12

【実施内容】
　商工業、農林水産業、介護・福祉・医療事業者に対し原油価格・物価高騰対応分として、法人事業者、個
人事業者に対し支援金を給付する。
　　・商工業　283件、農林水産業　388件、介護・福祉・医療事業者　14件、合計　685件

【事業効果】
　コロナ禍において原油価格・物価高騰による影響を受ける各種事業者の負担を軽減することにより、事
業継続の促進が図られた。

まちづくり推
進課・農務
課・水産林務
課・保健福祉
課

17
子育て世帯支援臨時特別給
付金

15,333,000 15,250,480 14,500,000 750,480
R4.10
～
R5.3

【実施内容】
　電気・ガス・食料品等の物価高騰の影響が長期化する中、子育て世帯の負担軽減を図る観点から、18
歳以下の子どもがいる世帯に対し、臨時特別の給付金を支給する。
　　・子育て世帯　698人

【事業効果】
　子育て世帯に給付金を支給することで、子育て世帯の負担軽減が図られた。

町民児童課

18
インフルエンザ予防接種助成
事業

2,257,000 2,167,000 0 2,167,000
R4.10
～
R5.2

【実施内容】
　0歳から15歳（中学生）及び65歳以上のインフルエンザ予防接種の自己負担分を助成する。
　　・0歳～15歳　320人、65歳以上　1,847人、合計　2,167人

【事業効果】
　物価高騰の影響を受ける子育て世帯及び高齢者世帯の負担軽減を目的とし、負担軽減をすることで接
種がしやすくなり、インフルエンザ感染症の拡大防止・重症化予防が図られた。

保健福祉課

19 教育旅行支援事業 613,000 612,210 0 612,210
R5.3
～
R5.3

【事業内容】
　新型コロナウイルス感染症の影響により教育旅行（修学旅行、宿泊研修）を中止又は延期した場合に発
生したキャンセル料等を負担する。
　　・大成中学校、瀬棚中学校、北檜山中学校、瀬棚小学校

【事業効果】
　キャンセル料等を負担することで、保護者の経済的な負担軽減が図られた。

教育委員会

253,828,000 251,188,027 224,236,000 0 14,954,250 11,997,777

左の財源内訳
事業開始・
完了年月日

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

予算額計

－ 4 －



令和４年度実施　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業について
2款：総務費、1項：総務管理費、22目：電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費

予算額 決算見込額

A B 国臨時交付金 国庫補助金 道支出金

20
電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金追加交付
事業

28,520,000 28,520,000 28,417,000 103,000
R4.11
～
R5.3

【事業内容】
　国で実施する電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金支援事業（5万円給付）に、追加で2万円を
給付し、住民税非課税世帯等を対象に支援する。
　　・対象世帯　1,426世帯

【事業効果】
　住民税非課税世帯に2万円を支給することにより、電気・ガス・食料品等の物価高騰による負担を軽減す
ることができた。

町民児童課

282,348,000 279,708,027 252,653,000 0 14,954,250 12,100,777予算額計

備　考（実施内容・事業効果等を記載） 担当課特定財源
一般財源

左の財源内訳
事業開始・
完了年月日

－ 5 －


